
  eq \o\ac(◯,非)様式第１号（その１）

	課税事業と非課税事業とを併せて
行う法人の所得金額計算書

（総　括）
	

	
	事業年度
	法人名

	
	　　・　・　　から
	

	
	　　・　・　　まで
	

	項　　　　　　　目
	総額
	課税部門
	非課税部門

	純売上高
	①
	ア円

	イ円

	ウ円


	売上原価
	②
	エ
	オ
	カ

	売上総利益（①－②）
	③
	キ
	ク
	ケ

	売上総利益構成比（按分基準）
	④
	100.00
	％
	コ（ク/キ×100）
	％
	サ（ケ/キ×100）
	％
	

	営業外収益
	⑤
	シ
	ス
	セ

	販売費･一般管理費及び

 eq \o\ad(営業外費用,　　　　　　)
	⑥
	ソ
	タ
	チ

	
	
	
	
	

	合　計（③＋⑤－⑥）
	⑦
	ツ
	テ
	

	
	
	
	
	

	（明　細）
	
	
	

	純　　　　　売　 　　　　上　 　　　　高
	科　　　　　　目
	総　　　　　額
（（ａ）＋（ｂ））
	課税部門
（ａ）
	非課税部門
（ｂ）

	
	
	円


	円
	円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(申告調整,　　　　　)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　　　計
	ア
	イ
	ウ
	

	
	純売上高構成比（按分基準）
	⑧
	100.00
	％
	ト（イ/ア×100）
	％
	ナ（ウ/ア×100）
	％


記載要領
１　この計算書の用途等
(1) この計算書は、府内に主たる事務所又は事業所を有する課税事業と非課税事業とを併せて行う法人が、所得金額の計算を行う場合に記載し、確定申告書及び修正申告書に添付してください。また、当該計算書のほかに、法人税法施行規則様式別表４（写）も併せて添付してください。

(2) 課税事業と非課税事業とを併せて行う法人の課税標準となる所得の算定は、課税標準の算定方法が法令に定められている事業を行う法人（鉱物の掘採事業と鉱物の精錬事業とを一貫して行う法人等）を除き、原則としてこの計算書によって算出してください。

２　総括表の記載の仕方
(1) 次の表の左欄は、中欄に掲げる様式の右欄に掲げる金額を記載してください。
	ア
	様式第１号（その１）
	（明細）純売上高ア

	イ
	様式第１号（その１）
	（明細）純売上高イ

	ウ
	様式第１号（その１）
	（明細）純売上高ウ

	エ
	様式第１号（その２）
	（明細）売上原価エ

	オ
	様式第１号（その２）
	（明細）売上原価オ

	カ
	様式第１号（その２）
	（明細）売上原価カ

	シ
	様式第１号（その２）
	（明細）営業外収益シ

	ス
	様式第１号（その２）
	（明細）営業外収益ス

	セ
	様式第１号（その２）
	（明細）営業外収益セ

	ソ
	様式第１号（その３）
	（明細）販売費、一般管理費及び営業外費用ソ

	タ
	様式第１号（その３）
	（明細）販売費、一般管理費及び営業外費用タ

	チ
	様式第１号（その３）
	（明細）販売費、一般管理費及び営業外費用チ


(2) ツ欄の金額は、地方税法施行規則第６号様式別表５（以下「第６号様式別表５」といいます。）の「仮計」の金額と一致します。ただし、第６号様式別表５の㉘から㉟までに該当項目がある法人にあっては、これらの合計額を減算した金額と一致します。
(3) テ欄の金額は課税標準となる所得金額となり、第６号様式別表５の「所得金額差引計」の金額と一致します。なお、当該金額は、「繰越欠損金額等又は災害損失金額の当期控除額」及び「債務免除等があった場合の欠損金額等の当期控除額」を除き、減算することはありません。 

(4) 林業において課税事業部門及び非課税事業部門を一貫して行っている場合の純売上高、売上原価及び売上総利益（荒利益）については、様式第１号（その２）及び様式第１号（その３）により次の区分ごとに計算した上で、総括表に記載してください。
	区　　　　分
	純　　　売　　　上　　　高
	売上原価
	売　上　総　利　益

	非課税事業部門
	非課税事業部門収入
（課税事業部門に引き渡した金額）
	原　価
	非課税事業部門収入―原価

	課税事業部門
	課税事業部門収入―非課税事業部門から引き渡しを受けた金額
	―
	純売上高欄に同じ


３　明細表の記載の仕方
(1) 純売上高欄は、純売上高の内訳を記載し、それぞれの売上金額を該当欄に記載してください。

なお、純売上高の算定にあたって純売上高のうち課税部門及び非課税部門に区分することが困難なものにあっては、当該純売上高を課税部門及び非課税部門に区分できる純売上高の比で按分してください。
(2) 申告調整欄には、それぞれ法人税法施行規則様式別表４の加算・減算項目の内訳と総額欄の金額を記載してください。

(3) 損益を課税部門及び非課税部門に計上するにあたっては、費用と収益が対応するよう十分留意してください。

４　その他の留意事項
総括表の売上純利益構成比及び明細表の純売上高構成比については、まず課税部門の構成比を算定し、100.00％から課税部門の構成比を差し引くことにより、非課税部門の構成比を算定することとしてください。

なお、課税部門の構成比の算定数値は、小数点以下第２位までの数値とし、小数点以下第２位未満の端数があるときは、小数点第３位を切り捨てた数値としてください。

